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計画の位置付け 

実施計画と関連計画等の位置付けは、次の通りです。（図 1） 

 

図 1 実施計画の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第 5次二宮町総合計画 

人と暮らし、文化を育む自然が豊かな町 

公共施設再配置・町有地有効活用 

 

 

二宮町公共施設再配置に関する 

基本方針 

（平成 25年度策定） 

【三原則】 

1.新規整備は原則として行わない 

（総量規制の範囲内で行う） 

2.施設の更新（建替）は複合施設とする 

3.施設総量（総床面積）を縮減する 

【基本方針】 

1.将来を見据えた施設配置 

2.公共施設の多機能化と統廃合 

3.効率的・効果的な管理運営 

4.計画的な施設整備 

二宮町 

行政改革大綱 

二宮町都市計画 

マスタープラン 

二宮町 

行政改革推進計画 
二宮町総合戦略 

二宮町公共施設再配置・町有地有効活用 

実施計画策定方針 

（平成 28年度策定） 

◆行政サービスの維持・向上に資する 

実施計画の策定 

◆町民参加による実施計画の策定 

◆公共施設再配置の着実な推進に向けた 

目標設定と目標達成手法の検討 

 

公共施設の削減目標 

今後 50年間で 

現状の公共施設の総延床面積に対し 

35％削減 

二宮町公共施設白書 

（平成 24年度作成） 

二宮町公共施設再配置・町有地有効活用 

実施計画 

senryaku
テキストボックス
実施計画（平成29年度）

※再配置計画のこれまでの流れ

senryaku
テキストボックス
※（平成29年度）



senryaku
楕円形

senryaku
テキストボックス
基本方針(平成25年）

※このままでは、更新コスト245億円
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公共施設の更新問題を考える際、建築物のみならず、インフラ等（道路、橋りょう、下

水道等）の更新や維持管理についても財政負担は大きく、十分考慮していく必要がありま

すが、建築物とは性質が異なるものであることから、将来のインフラ等のあり方について

は、この公共施設再配置に関する基本方針とは、今後別に検討することとします。 

 

＜参考＞ インフラ関係の長寿命化計画 

・二宮町橋りょう長寿命化修繕計画（平成 25年 3月） 

     計画期間：平成 25年から概ね 8年間 

     対象橋梁：46（全管理橋梁） 

 

 

 

 

＜更新コスト試算条件（図表⑩）＞ 

(1) 耐用年数の設定  

 設 定 

耐用年数 

法 定 

耐用年数 

鉄筋コンクリート造 60年 50年 

鉄骨鉄筋コンクリート造 〃 〃 

鉄骨造 〃 〃 

木造 〃 24年 

     更新コストの試算にあたっては、一定の耐用年数を設定して試算を行う必要があり、

今回の試算では、建物の使用年数の実績や物理的な耐久性能等の調査研究の結果によ

りまとめられた「建築物の耐久計画に関する考え方」（（社）日本建築学会）にもとづ

いた耐用年数を設定することとした。 

 

(2) 更新単価の設定  

 建替え 大規模改修 

庁舎･貸館･文化施設･消防施設等 40万円/㎡ 25万円/㎡ 

スポーツ施設等 36万円/㎡ 20万円/㎡ 

福祉施設･教育施設･子育て関連施

設･地域集会施設等 
33万円/㎡ 17万円/㎡ 

     更新単価については、出来る限り現実に即したものとするため、すでに更新費用の

試算に取り組んでいる自治体の調査実績等をもとに設定されている「地方公共団体の

財政分析等に関する調査研究報告書」（（財）自治総合センター）における単価を引用

した。 

 

 

 

 

senryaku
テキストボックス
基本方針（平成25年度）

※245億円の根拠

senryaku
テキストボックス
面積×㎡単価により算出
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表 2 将来の公共施設への投資可能額 推計結果（H30～72） 

Ａ平成 30～72年度の一般会計の 

 歳入の総額 
3,066億円 

Ｂ一般会計の歳入に対する 

投資的経費の比率 
9.3％ 

Ｃ投資的経費に占める 

公共施設への投資額の割合 
50.0% 

Ｄ平成 30～72年度の 

 公共施設への投資可能額 

（Ａ×Ｂ×Ｃ） 

総額 143億円 

年平均 3.3億円/年 

 

 

 

 

 

図 12 将来の公共施設への投資可能額の推計の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

歳入（一般会計）に対する 

投資的経費の比率 

9.3％ 

（過去 5年の平均値） 

Ａ 

将来の歳入（一般会計）

の試算結果 

（①の試算結果） 

H23～27決算 

将来の公共施設への投資可能額（H30～72） 

Ａ×Ｂ×Ｃ 

Ｃ 

投資的経費に占める 

公共施設への投資額の割合 

50％ 

（平均値 45.7％と今後まと

まった用地取得の予定がな

いことを考慮して設定） 

推計結果： 64 億円（基本方針算定数値）  143 億円 

senryaku
楕円形

senryaku
テキストボックス
策定方針（平成28年度）

※１４３億円まで抑えれば見通し有り




